退　職　届
令和　　年　　月　　日
被通知人
東京都□□区□□町◆－◆－◆
株式会社●●●●
代表取締役  　　　　　　　殿

通知人

　○○県××町△－△－△

　甲野　一郎
本通知書作成代理人
〒１０３－０００７
東京都中央区日本橋浜町２－１９－８
文化エステート浜町ビル８階
行政書士　東京中央法務オフィス
行政書士　小竹　広光
冠省

早速ですが、今般、当職は、通知人より依頼を受け、行政書士法第１条の２ならびに第１条の３第３号に基づき、本書面を代理作成しましたので送付します。

前略
さて、私は、これまで貴社に勤務してまいりましたが、この度、一身上の都合により、本書面到着日付で退職させて頂きますので、その旨、ご通知致します。

なお、退職日に関しては、民法第６２７条第1項により、本来は１４日以上の余裕を経るべきでしたが、同６２８条において「やむを得ない事由があるときは、各当事者は、直ちに契約の解除をすることができる」とあり、すでに先日「退職届」を手渡ししたものの、受理していただけないままとなっている等の事情により、今回やむを得ず、このような内容証明郵便による退職の届出という方法を取らせてとさせていただきましたので、ご承知おきください。

なお、この退職により、私と貴社との雇用関係は終了となり、本書面到着以降、私は貴社に在籍しておりませんので、事後的に懲戒解雇その他の不当な処分をされませんよう、お願いいたします。

つきましては、遅滞なく、雇用保険関係書類その他の必要書類を、労働基準法２２条１項に定める退職時証明書（法に定める項目すべて記載したもの）と併せて、私の自宅へ郵送して頂けますよう、お願い申し上げます。
なお、速やかな必要書類の交付が無き場合、雇用保険法８３条４号により、貴社の代表者や労務担当者が６箇月以下の懲役などの罰則を受けるおそれがありますので申し添えます。

退職金の支給についても、社の規定に従い、適切に進めていただけますよう、お願いします。

今後一切の連絡などが必要な場合はすべて文書での郵送のみとし、電話やメール、来訪その他の直接折衝はご容赦下さい。

以上、宜しくお願い申し上げます。

草々
